
⾏動制限を緩和する現⾏の仕組み（ビジネストラック）

⼊国時
（⽇本）

• 出国前72時間以内の
検査証明

• ⽇本⼊国前14⽇間の
健康モニタリング

出国前

• 空港での検査

• 滞在先と⽤務先の往復
等に限る

• 公共交通機関不使⽤

• 健康フォローアップ
• 接触確認アプリの使⽤
• 位置情報の保存

⼊国後14⽇間の⾃宅等待機期間中も、⾏動範囲を限定した形でのビジネス活動を可能とする

⼊国後14⽇間
（⽇本） 帰国

検査

⾏動
管理

健康
管理等

各措置の実施を受⼊企業・団体が保証（誓約書の提出）

本邦活動計画書
の提出

（参考）各国とのビジネストラック調整状況
・シンガポール ：9⽉18⽇より開始
・その他15カ国・地域（※） ：調整中

※6⽉18⽇の決定に基づき協議・調整を開始した国 ：ベトナム、タイ、豪州、ニュージーランド
7⽉22⽇の決定に基づき協議・調整を開始した国・地域：カンボジア、シンガポール、韓国、中国、⾹港、マカオ、ブルネイ、

マレーシア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、台湾

（注）⼊国拒否対象地域との間でのイメージ

※⼊国後15⽇⽬以降は上記措置の適⽤なし
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(参考）
⼊国後14⽇間の待機

は維持する
レジデンストラック
も各国・地域との間
で別途調整・運⽤中

実効性
の担保
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